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［要旨］東アジアは化石燃料の燃焼や農業起源のアンモニア発生による窒素負荷の増加が著しい

と考えられている。東アジア9カ国を対象に、FAO統計や中国統計年鑑などのデータ、将来の食料

需給予測（中国に関しては一部サブテーマ4の結果）に基づいて、家畜ふん尿と肥料からのアンモ

ニア発生量を見積もり、1980年から2030年までの経年変化を推定した。畜産品生産量に基づいて

推定した家畜からの発生量は従来の家畜一頭当たりの発生量に基づいた方法と比較して、中国、

カンボジアなどの発展途上国で違いが大きく、前者は過小評価、後者は過大評価である可能性が

高いと考えられた。農業由来のアンモニア発生量は特に中国とベトナムでの増加が顕著であり、

対象領域では2000年現在のアンモニア発生量が約667万tNと推定された。これは化石燃料由来の窒

素酸化物の1.5倍の発生量であり、また2030年の発生量は2000年の約2.0倍となると予測された(家

畜飼料を自国生産する場合)。また、大気からの窒素負荷の森林生態系内での循環を広域的に推定

するモデルを作成し、前述の発生量から推定した、アンモニアと窒素酸化物の沈着量分布に基づ

いて、我が国および東アジアの森林流域からの窒素流出濃度の変化を推定した。モデルは主とし

て大気からの窒素沈着、衛星データ（Terra/MODIS）ベースの純生産量に基づく樹木による吸収と

リターの分解過程、土壌、地下水中での脱窒などによる窒素除去過程を考慮した。モデルにより

我が国の渓流水濃度の全国的な傾向が概ね推定できることを確認し、東アジアに適用した。大気

からの窒素負荷の上昇は、最近の20年間に主として中国の東岸諸省、長江下流域、また東南アジ

アではベトナムにおいて、森林流域からの窒素濃度の上昇を招き、今後もこれらの地域で上昇が

続く可能性が示された。 

 

［キーワード］東アジア、アンモニア発生、窒素循環モデル、森林流域、窒素流出 

 

 

１. はじめに 

東アジアは、急激な経済発展や人口増加に伴う食料増産などにより、近年エネルギーや肥料の

消費量が急激に増加しており、酸性・酸化性物質の負荷による環境影響が最も懸念される地域で

ある。国連などのデータに基づくと、東アジア9カ国注１）では、1980年から2005年の最近の25年間

に、人口が13.1億人から17.4億人へ1.33倍に1)、一人当たりの実質GDP（1990年基準）が1846ドル
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から3675ドルへ1.99倍（総GDPは2.64倍）2)に増加し、また、エネルギー消費量は9.1億toe（石油

換算t）から25.3億toeへ2.78倍に増大した3)。Ohara et al.は、1980年から2003年にアジアの窒素

酸化物（NOｘ）排出量は、10.7 Mtから29.5 Mtへ（2.76倍）増加し、この増加率は硫黄酸化物（2.19

倍）より大きく、また特に中国での増加が顕著である（3.84倍）ことを示した4)注2。2020には人口

は22.5億人（国連による中位推計）と推定され1)、また窒素酸化物排出量は、31.5-46.0 Mt(リフ

ァレンスシナリオの場合、36.1Mt)まで増加すると予測されている（二酸化硫黄の2020年排出量は

リファレンスシナリオの場合2003年よりもわずかに減少する）4)。 

一方、人口の増加と経済発展に伴う食生活の変化によって、FAO統計によると同地域（東アジア

9カ国）において1980年に1361万tNであった窒素肥料使用量は2005年には3393万tNへと2.5倍に、

肉の生産量は、2046万tから6750万tへと3.3倍に増加した5)。窒素肥料や家畜ふん尿の窒素の一部

はアンモニアとして大気中に揮散し、大気からの窒素負荷の主要な原因となっていると考えられ

ている6)。アンモニアの発生量の今後の変化の推定は本研究の目的の一つであるが、現在までの動

向を見ると今後も発生量の増大が予想される。従って今後の東アジアにおける大気からの酸性物

質負荷を考える場合、窒素酸化物とアンモニア、すなわち窒素の負荷の変化に注目することが重

要である。   

このような人為活動の活発化は、グローバルな窒素循環の変化を引き起こし、地下水汚染や湖

沼、沿岸域の富栄養化など様々な環境汚染の原因となっている7)、8)。増加した反応性の高い窒素は、

大気を経由して自然生態系の物質循環にも影響を与える。欧米では、大気降下物としての慢性的

な窒素負荷により、窒素が渓流などを通して系外へ流出する現象が窒素飽和として問題になり9)、

我が国の森林流域の全国調査に於いても渓流水中硝酸イオンの高濃度が大都市域周辺で集中的に

見られるなど、人為的な原因を示唆する結果が得られている10)、11)。前述の通り、近年の窒素負荷

の増大が著しく今後も増大の傾向が続くと予想される東アジアにおいても、自然生態系における

窒素循環の変化と、それに伴う酸性化などが懸念されているが、観測データなどが限られている

ためその実態は明らかでない。 

 

注1）本研究では、日本および東アジアの大陸部（カンボジア、中国、日本、韓国、ラオス、マレ

ーシア、ミャンマー、タイ、ベトナムの9カ国）を推定の対象とし、これらの地域を東アジアと呼

ぶことにする。 

注2) Ohara et al.の推計は、アフガニスタン以東の地域を対象としている。 

 

２. 研究目的 

 本研究では、第一に、東アジアを対象に農業生産、消費に関する各国・地域の統計データに

基づいて、農業起源のアンモニア発生量と沈着量分布を経年的に見積もる。第二に、生態系に

おける窒素の循環・流出プロセスを広域的に推定するための簡易なモデルを作成し、衛星デー

タやGISデータを利用して、自然生態系における窒素の負荷、蓄積、流出を東アジアスケール

で推定する。更に、サブテーマ1～3やその他の既存の観測で得られたデータを検証データとし

て用い、妥当性を検討し、またサブテーマ4で得られた主として中国における食料（畜産品）

需給の変化シナリオの下で、将来の窒素の負荷と生態系内での動態を予測する。  
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３. 研究方法 

（１）アンモニア発生量分布の推定 

東アジアを対象にFAOによる国別統計5)、中国の省市自治区別統計12)に基づいて家畜と化学肥料

からのアンモニア発生量の1980年から2020年までの変化と空間的な分布を見積もった。推定の対

象は前述の東アジア9カ国とした。家畜からのアンモニア発生量の推定は畜産からの窒素排出量に

依存する。この窒素排出量は中国に関してサブテーマ4で詳細に検討したが、本サブテーマでは他

の対象国も含めて以下の1)および4)に示した、より簡易な方法により推定し、更にサブテーマ4の

結果を用いて、畜産品（肉、卵、ミルク）の生産量および窒素排出量を修正して、アンモニア発

生量の推定に用いた。 

 

１）家畜からの発生量の推定 

家畜からのアンモニア発生量は、肉などの畜

産品の生産量統計を用いて、畜産品の種類ごと

に図1の手順で求めた。対象とした畜産品は、牛

肉、豚肉、鶏肉、羊・ヤギ肉、その他の肉、卵、

ミルクで、各々の生産量はFAO統計による国別の

データおよび中国統計年鑑による中国の省市自

治区別の統計データ（1981年から2005年データ）

を用い、窒素変換率（生産畜産品中の窒素/飼料

中の窒素）は、スミルによる典型的な値13)を用

いた。また、アンモニア揮散係数は、Bouwman et 

al.6)の値を用いた。畜産品ごとの窒素変換率(%)

とアンモニア発生率(%)を表1に示した。なお、

FAO統計には国別に各食品（穀物などの食品に加

えて、大豆ミール等の加工品を含む）の飼料と

しての使用量が掲載されており、これらの値から求めた飼料窒素の総量が上記の方法により推定

した飼料窒素必要量よりも大きい場合は、FAOの値を用いた（多くの場合FAOによる飼料の量は過

小）。 

２）肥料からの発生量の推定 

 肥料からのアンモニア発生量は種類毎の肥料使用量と発生係数に基づいて推定した。発生係数

は、Bouwman et al.14)の推定式に基づいて、著者らが水田・畑の別、温帯・熱帯の別ごとにまと

 畜産品生産量

飼料N必要量

排泄N量

NH3発生量

N変換効率

NH3揮散係数

図1 家畜ふん尿からのアンモニア  

     発生量の推定方法  

表1 畜産品の窒素変換率と家畜ふん尿からのアンモニア発生率 

* マトン（ヤギ肉も含む）、その他の肉（ウマ、ラクダなど）の窒素変換率のデータは入手できなかったため、

牛肉と同じ値を用いた。

牛肉 豚肉 鶏肉 マトン* その他肉* ミルク 卵

窒素変換率% 5.0 10.0 20.0 5.0 5.0 30.0 30.0
先進国 17.3 36.0 36.0 6.4 19.3 25.5 36.0
発展途上国 20.3 36.0 36.0 10.0 19.3 29.0 36.0

NH3発生率
(%)



 

 

C-052-77

めたもの(表2)を用いた。肥料使用量は、FAO統計による国別の種類毎の肥料使用量、及び中国統

計年鑑による省別の総使用量(1981年～2005年)を用いた。種類別の肥料使用量データが入手でき

ない年は、データのある最も近い年と同じ肥料構成であると仮定し、また、中国の各省の肥料構

成は全国同一であると仮定した。また、東南アジアの国々は熱帯とし、中国は年平均気温に基づ

いて、広東省、広西チワン族自治区、海南省、福建省、江西省は熱帯、その他は温帯のパラメー

タを用いた。また各国、各省の水田と畑地の面積比は、FAOおよび中国統計年鑑データに基づいて、

米とその他の作物（大豆を除く）の各々の収穫面積データから求めた。 

３）アンモニア発生量の空間分布と沈着量分布の推定 

 国ごと、中国の省市自治区ごとに推定したアンモニア発生量を8km×8kmの各グリッドに割り振

って空間分布を求めた。すなわち、家畜からの発生量は、国ごと、中国の省市自治区ごとに各グ

リッド内の農地と草地の合計面積割合に比例してグリッドごとの発生量を見積もった。日本の場

合は県別の家畜頭数に基づいて、国全体の発生量を県に割り振った後、同様に農地と草地の面積

に基づいてグリッドに分配した。肥料からの発生量は、（日本は県ごとに割り振った後）農地面

積割合に基づいてグリッドに割り振り、空間分布を求めた。 

 さらに、各グリッドから発生したアンモニアが空間的に一様に拡散しつつ50km半径内に沈着す

る（沈着量が距離によって指数関数的に減衰する）と仮定して各グリッドのアンモニア沈着量を

推定し、サブテーマ1～3の調査地における沈着量および東アジア酸性雨ネットワーク（EANET）観

測地点における測定値と比較した。 

 

４）2030年までの将来推計 

 1970年から2002年までの各国の実質GDPデータ2)と各種食料消費量データ5)に基づいて、経済成長

と食料需要との関係を解析し、(1)式の回帰係数a、bを国毎、食品ごとに決定し、これらの関係か

ら国連の人口推計1)、およびOECDによるGDP成長率の予測15)に基づいて必要とされる食料・飼料の

量を求めた。更に各国の単収と窒素肥料使用量の関係から肥料使用量を予測し、これらに基づい

て、前記の1)～3)の方法によりアンモニア発生量の2030年までの変化を予測した。 

 

     ba)(GDP/capitlogaaFood/capit 10 +⋅=                 (1) 

 

（２）生態系窒素循環モデルによる自然流域からの窒素流出の推定 

１）生態系窒素循環モデルの作成 

表2 肥料からのアンモニア発生係数* 

硫酸
アンモニウ

硝酸
アンモニウム

リン酸
アンモニウム

尿素
複合
肥料

炭酸
アンモニウム

温帯水田 0.11 0.05 0.08 0.14 0.05 0.11

温帯畑地 0.11 0.05 0.07 0.13 0.05 0.10
熱帯水田 0.17 0.08 0.12 0.21 0.08 0.16
熱帯畑地 0.16 0.07 0.11 0.20 0.08 0.15

*Bouwman et al. (2002)による回帰式に基づいてpHとCECは中位クラス
の値を用い、表面散布を仮定した場合の発生係数
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 著者らが作成した窒素循環モデル10)、16)（旧モデルと呼ぶ）をもとに改良を行った。図2にモデ

ルの模式図を示した。窒素のインプットは大気からの窒素負荷と窒素固定とし、植生による吸収

（NUP）、リターの林床への還元（NLF）、有機物分解に伴う窒素の無機化（NMIN）、脱窒などによる

窒素の除去（NDEN）の後に流域から流出する（NL）過程である。旧モデルでは植物の正味の成長に

よる樹体への蓄積（△Nplant）とNDENのみを考慮していた｡本研究ではリターの還元（NLF）とその有

機物分解過程（NMIN）の導入を行った。系からの窒素流出量（NL）は(2)式で求め、各プロセスによ

る窒素フローは以下の様に求めた。 

 

                                     (2) 

 

①窒素固定（NFIX） 

 生態系の窒素固定（NFIX）の正確な推定は困難であるが、Cleveland et al. が多数の文献の測

定データに基づいて推定した、蒸発散量（ET）を説明変数とする直線回帰式のうち Conservative 

N fixation の推定式（(3)式）25)を用いた。 

 

                                    (3) 

 

②植生による内部循環（NUP、NLF） 

 森林は式(4)のロジスティック成長曲線に従って成長する。P はバイオマス量(単位：tC)で右辺

第 1 項が純生産量（NPP：tC ha-1 y-1）、2 項が枯死・落葉に相当する。各地点の極相における最

大純生産量（NPPmax）を、マイアミモデルに基づいた純生産量推定式に利用可能な窒素量の効果

を加えたものとして定式化した(式(5))。従ってロジスティックモデルの内的自然増加率 a が気温

と利用可能な窒素量の関数となる。また各地点の現在の純生産量として、次の 2)c.で述べる

Terra/MODIS ベースの純一次生産量（NPP）(tC ha-1 y-1)を用いた。 

 

(T)N(T)N(T)N(T)N(T)N(T) N DENMINUPFIXDEPL −+−+=

                 0.602R         0.524,ET 0.102FIX N =+=

2rPaP
dt

dP
−=

NL

Ndep+Nfix

NDEN

△Nplant

NUP
NLF

NMIN
NL

Ndep+Nfix

NDEN

△Nplant

NUP
NLF

NMIN  

 

図2 窒素循環モデルの概要 
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                                                    (4) 

 

                                (5) 

 

③リターの分解過程（NMIN） 

土壌炭素の動態の予測モデルとして代表的なモデルの一つであるロザムステッドカーボンモデ

ル（RothC）で用いられているプロセスを用いた。RothCでは、有機物としてリター（RPM：難分解

性とDPM：易分解性）、微生物（BIO）、腐植（HUM）および事実上分解しない不活性画分（IOM）

の5つのコンパートメントを想定し、各コンパートメントに固有の分解速度と温度、水分、被覆条

件への依存性関数が与えられており、各画分は分解によってCO2、BIO、HUMへ変化すると仮定され

ている。また、有機物分解に伴う窒素の無機化の推定のために、Parton et al.26)による、分解過

程における炭素と窒素の残存率の「普遍的な」関係をRothCモデルに導入した。 

 

④脱窒 

脱窒（NDEN）は、旧モデルと同様に、反応速度係数が温度のみに依存する1次反応を仮定した。 

 

(6) 

 

上式で、zは土壌層の厚さ(m）、uは浸透水量（降水量－実蒸発散量：m y-1)、kT、k20は気温T℃お

よび20℃の時の反応速度定数を表す。推定に当たっては、zは地点によらず一定と仮定し、k20zの

積の値をチューニングパラメータとして、3）に述べるようにわが国のデータに基づいて設定した。 

                 

２）グリッドデータの収集・整備 

 東アジアを対象にモデルによる推定を行うために、対象地域の衛星リモート・センシング・デ

ータや地理情報を収集し、土地利用・被覆データ、純一次生産力データを始めとする広域の窒素

循環モデルの入力データを 8km×8km グリッドデータとして制作した。 

 

①窒素沈着量分布 

アンモニアの沈着量分布は(1)節で述べた方法により推定したが、窒素酸化物沈着量は、国立環

境研究所の大原利眞氏より提供していただいた 1980 年から 2000 年の各年における 0.5°×0.5°

グリッドごとの発生量推定値 4)を用いて、8km×8km グリッドごとの発生量データを作成し、アン

モニアと同様の方法によって沈着量分布を求めた（ただし、沈着半径を 100km とした）。 

 

②土地利用・土地被覆・土壌 

 土地利用・土地被覆図はDISCover 17)と中国土地利用データ18、19)を用いた。また、国境界にはWorld 

Boundary Databank; PC ARC/INFO 'EXPORT' Version20)、中国省界と市・県界データには中国数値

地図21)を用いた。これらのデータとFAO世界土壌図を用いて、土地利用別、行政界別の土壌種ごと

の面積を集計し、本課題のサブテーマ1～3の調査地の土壌代表性を検討した。 

 

20
1020)(T

10TT0z kQk,u)zkexp(CC −=⋅−⋅=
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③気象データ・純一次生産量データ 

 CRU（Climatic Research Unit）の

1961 年から 1990 年までの平均月平

均気温、降水量（0.5°×0.5°グリ

ッド）22)、Ahn and Tateishi による

実蒸発散量データ（0.5°×0.5°グ

リッド）23)、および樹木の成長の指

標として Terra/MODIS ベースの純一

次生産量（NPP）データ（2000 年、

1km×1km グリッドデータ）24)を入手

し、8km×8km グリッドに変換した

(図 3)。従って、窒素循環の推定に

当たっては年々の気象の変化や将来

の気候変動の影響については考慮し

ていない。 

 

３）大気からの窒素負荷が森林流域からの窒素流出に与える影響の広域評価 

これらのデータに基づいて、まず日本の自然流域（森林流域）を対象としてモデルにより窒素

循環をシミュレートし、結果を全国1278地点の渓流水中硝酸態窒素濃度測定値10)と比較すること

により、モデルパラメータ（土壌中および河川水中における窒素除去速度）を決定し、これらの

パラメータを用いて東アジア全域の窒素流出濃度分布を求めた。 

 

４．結果・考察 

（１）アンモニア発生量・沈着量分布の推定 

図4に家畜からと肥料からのアンモニア発生量の変化の1980年から2005年までの推定値および

2030年までの予測値を国ごとに示した。また表3に東アジアと中国のアンモニア発生量の推定結果
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を示した。これらの2010年以降の予測は、国連による人口の中位推計に基づき、飼料も含めて需

要に対する輸入の割合が現在とほぼ同じと仮定して求めた。以下、この予測結果に基づいて議論

を進めるが、表3の最下行にサブテーマ4での仮定（中国で新たに必要となる飼料は輸入大豆でま

かなう）を用いた場合の2030年の予測結果も示した。この場合合計アンモニア発生量は中国で84%

東アジアでは87%程度となる。 

 

１）家畜からの発生量 

日本と韓国を除く地域では畜産物の生産量が経年的にほぼ一貫して増加してきた。また今後も

増加を続けると予測されるためアンモニア発生量も増加傾向を示し、中国の畜産品生産量の補正

値を用いているにもかかわらず、特に中国とベトナムの増加が顕著である。日本は畜産物による

タンパク質生産量が1993年をピークに減少傾向にあり、これに伴って家畜からのアンモニア発生

量もそれ以降減少の傾向にある。また、韓国は2000年以降ほぼ横ばいの発生量となると予測され

た。東南アジアの中ではベトナムとタイの寄与が大きい。対象とした領域でのアンモニアの総発

生量は、1980年には100万tNであったが、2005年には343万tNと約3.5倍に増加したと推定され、2030

年には514万tN（2005年の約1.5倍）に増加すると予測された。2005年現在、中国からの発生が264

万tNと全体の77%を占める。中国国内での発

生量は地域的な偏りが大きく、1980年には、

四川省、広東省、江蘇省、山東省の順に寄与

が大きくこれら4省で全体の34%を占める。

2005年には、山東省、河南省、河北省、四川

省の順でこれらの省から35%のアンモニアが

発生していると推定された。 

家畜からのアンモニア発生量の推定値に

は大きな不確定性があると認識されており、

全球での発生量は1000万～3000万t N（±50%

程度の誤差、1990年の発生量の推定値）とか

なり大きな誤差を含んだ数値で推定されて

いる6)。従来、家畜からのアンモニア発生量

は、乳牛、肉牛、豚、家禽、ヤギ・ヒツジな

ど各々の一頭当たりの排出原単位に基づい
図5 家畜からのアンモニア発生量推定値の 

既存研究との比較 

表3 東アジアと中国のアンモニア発生量の推定結果(万tN) 

家畜から 肥料から 合計 家畜から 肥料から 合計
1980 100 184 285 65 164 229
2000 283 385 667 217 316 533
2005 343 491 834 264 422 686
2020 477 737 1214 371 618 990
2030 514 820 1334 396 679 1076

 2030* 514 647 1161 396 507 903

東アジア 中国
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て推定値されている。アイオワ大学のCenter for Global and Regional Environmental Research 

(CGERE)による2002年の中国の発生量の推定値は、415万tNであり、本研究による推定値（2000年：

217万tN、2005年：264万tN）と比べてかなり大きい。他の国の推定値を比較すると、カンボジア、

ラオス、ミャンマーが中国と同様に本研究による推定値がCGRERによる推定値よりかなり小さいが、

その他の国ではおおむね一致していた(図5)。主として発展途上国において畜産物生産に基づいた

推定値が一頭当たり排出量に基づいた手法による値より小さい理由として、発展途上国の家畜の

生体重が先進国の家畜と比較して小さく、また飼料の窒素含有量もおそらく低いため、仮定され

た1頭あたりの排出原単位が過大である可能性が考えられる。一方、畜産物生産による手法は、市

場を通ることなく個人的に消費されている畜産物の量の把握が統計上充分反映されていないこと、

役畜からの発生が考慮できないことなどの要因により過小評価であると思われる。いずれの手法

による推定値も大きな誤差を含むと考えられるが、いくつかの国を除いて両者は±50%の範囲では

充分一致しており、比較的良く相関していると言える。 

 

２）料からのアンモニア発生量 

肥料からのアンモニア発生も中国の寄与が大きく、2005年の対象領域からの発生量491万tNのう

ち422万tN、86%が中国から、12%が東南アジア6カ国から発生しており、日本と韓国の寄与はわず

かである。単位面積当たりの発生量でみても中国と東南アジアが日本＋韓国を超えている。2005

年にはこの地域で用いた窒素肥料3393万tNの内約14.5%がアンモニアとして揮散したことになる

（東南アジアは20.5%、日本＋韓国は11.3%）。東アジアでは窒素肥料に占める尿素の割合が60%（日

本は24%）、炭酸アンモニウムの割合が21%程度（ほとんど中国で使用）と見積もられており、こ

の地域はこれらアンモニア発生係数の高い肥料の使用割合が高いという特徴がある。また熱帯で

ある東南アジアでの発生率が大きい。中国国内では、山東省、江蘇省の寄与が大きいが、近年は

河北省、河南省の寄与が増加しつつある。 

2030年までの将来の増加傾向も、中国とベトナム、タイ、マレーシアの増加率が高く、日本と

韓国はほとんど変化しないと予測された。 

 

３）大気からの窒素沈着へのアンモニアの寄与 

アンモニア発生量をOhara et al.4)による窒素酸化物の2000年および2020年の発生量と比較する

ことにより農業起源のアンモニアの寄与を検討した。東アジア9カ国における家畜と肥料からの

2000年のアンモニア発生量は各々283万tNと385万tN、合計667万tNと推定された(表3)。全球では、

家畜糞尿からの発生量が肥料からの発生量の2倍以上と見積もられている6)。前述の家畜からの発

生量に関する検討の通り、今回推定した家畜らの発生量の値は過小である可能性が高いが、それ

を考慮してもアジアでは肥料からの発生の寄与が相対的に大きいといえる。中国からの発生量は、

家畜からが217万tN、肥料からが316万tN、合計533万tNと見積もられた。一方、大気から窒素負荷

となる反応性窒素としてアンモニアと並んで重要である、化石燃料およびバイオマス燃焼起源の

窒素酸化物の発生量は東アジア9カ国は492万tN、中国は340万tNと推計されている（2000年の排出

量）4)。農業起源のアンモニア態窒素は窒素酸化物の窒素の1.4倍、中国では1.6倍である。サブテ

ーマ1におけるアンモニア態窒素と硝酸態窒素の沈着量の比ほど大きくはないが、中国、東南アジ

アではアンモニアの寄与が相対的に大きいという同様の結果であった。 
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東アジア9カ国および中国のアンモニア発生量は2020年には2000年の約1.8倍に増加すると推測

されたため、Ohara et al.4)による中国の2020年のNOx排出量予測値（レファレンスシナリオの場

合）を用いると、2020年のこの比の値は2.0となる。東アジアにおいて大気環境の変化や生態系へ

の窒素負荷の現在および将来の影響を考える場合に、農業、食料生産活動の変化がますます重要

な要因となると考えられる。 

 

４）アンモニア沈着量分布 

図6にEANETサイトおよび本研究の調査地（長春、長白山、北京郊外、ハイラル、鼎湖山、黒石

頂、サケラート）における沈着量測定値とモデルでの推定値を比較した。EANETによる湿性沈着量

の測定値は年変動が非常に大きいので、2000～2005年の6年平均を用いた。本研究の対象調査地点

の測定値は林外雨と林外雨を含めた平均沈着量としてプロットしてある。アンモニア沈着量の場

合、両者の間の相関係数は0.54で、高濃度部分の推定には大きなばらつきがあるが、ある程度濃

度分布を推定できていると考えられる。本研究における調査対象地に関しては黒石頂以外は測定

値とよく一致している。図6bには窒素酸化物の沈着量推定値と硝酸態窒素の湿性沈着量を比較し

た。両者にも有意な正の相関（r=0.7）がみられるが、かなり過大推定となっている。 

図7に1980年、2000年および2020年の単位面積当たりのアンモニア沈着量の空間分布を示したが、

中国東部：山東省、江蘇省付近が著しく沈着量が多く、経年的に高負荷の領域が拡大している。

サブテーマ1～3の調査地であるの広東省は比較的負荷が大きいのに対して、タイは中程度、吉林

省の長白山付近は小さい。図8に国別の平均沈着量の変化の推定（2005年まで）および予測（2010

年以降）を示した。中国吉林省と広東省の平均沈着量の変化も併せて示した。2005年における国

平均のアンモニア沈着量は韓国が15kgN/ha近くと最も高く、これにベトナムが続く。中国は国平

均で比較すると日本と同程度であるが、地域差が非常に大きく、黄河、長江の下流域で極度に沈

着量が多い。広東省も20kgN/haと高く韓国平均を凌ぐ。一方、吉林省は中国平均とほぼ同程度で

ある。 
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（２）生態系窒素循環モデルによる自然流域からの窒素流出の推定 

１）リターの分解・窒素無機化過程のモデル 

リターの分解過程に関しては様々なモデルが作成されている。窒素の無機化は有機炭素の分解

に伴って起こるが、基質の窒素含有率が低い初期に於いては微生物が無機態窒素プールから窒素

を取り込むことにより窒素は有機化される。既存のモデルでは両方向の反応速度係数や様々なパ

ラメータを用いて有機化と無機化のバランス（あるいは正味で有機化から無機化へ転じるタイミ

ング）をモデル化している。Parton et al.26)は熱帯から寒帯までの21の異なる生態系において10

年間のリター分解実験に基づいて、有機態窒素量の変化は生態系によらず、リターの初期窒素含

有率と有機物（有機炭素）の残存量に支配されることを示した。この関係を用いて、図9に、ある

時に供給されたリターの分解過程の推定結果、図10にそれが毎年蓄積した結果の土壌有機窒素と

無機化量を示した。これらは、気温20℃、毎年1tCのリターが供給されると仮定した場合である。

図9は、リターの初期窒素含有量が0.4%、0.8%および1.6%のケースについて示してある。窒素含有

量が高い場合は初期から窒素無機化が生じるが、低い場合には最初に有機窒素が上昇する過程が
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図9 RothCで推定した有機炭素の変化と残留有機窒素量の変化 

（気温：15℃、DPM/RPM=0.25） 
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示されている。図10ではリターの窒素含有量を文献値を参考に、広葉樹では1.3%（CN=30）、針葉

樹では0.8%（CN=50）と仮定し27)、またリターのDPM/RPM比は各々0.25と0.2と仮定した28)。次節の

日本、東アジアに対する推定においてもリターのCN、DPM/RPM比は同様の値を用い、また樹体へ蓄

積されるバイオマスのCNは広葉樹150、針葉樹300と仮定した27))。 

 

２）日本の渓流水窒素濃度の推定 

窒素循環モデルの検証のために、我が

国の森林流域を対象に窒素流出濃度を推

定した。渓流調査は2003年の夏期に千葉

県と沖縄県を除く全国1278地点の渓流水

濃度を測定したものであり、既に旧モデ

ルにより渓流水濃度の測定値と推定値と

の間には有意な相関（r=0.65）が見られ

ることが示されている11)。しかし旧モデル

では北海道、東北地方など寒冷地域で濃

度が過大推定される傾向があった。改良

したモデルによる測定地点における測定

値と推定値の比較（散布図）を図11に、

また渓流水窒素濃度マップを測定濃度マ

ップと共に図12に示した。推定値と測定

値の間には旧モデルと同程度の相関が見られ、関東地方周辺、東海地方から大阪周辺、四国北東

部、北九州に高濃度地域が分布するなど、濃度分布の全国的な傾向は再現されている。非常に高

濃度である地点への当てはまりが良くないが(図10)、有機物分解の過程を導入したことにより、
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寒冷地域における小さい分解速度が考慮され、北海道などにおける過大評価の問題は解消された。

なお、全測定地点における測定濃度の平均値と各地点に対応するグリッドにおけるモデルによる

推定値の平均がほぼ一致するように決定したモデルパラメータk20zの値(0.3)を用いている。 

しかしながら、図11によれば推定誤差はかなり大きく、個々の地点、地域の濃度の正確な推定

は困難であり、本モデルで推定が可能なのは、窒素濃度の全国的な傾向を把握することであろう。 

 

３）東アジア流域への適用 

 日本の森林流域へ適用したときに設定した土壌中での脱窒などによる窒素の除去速度に関する

パラメータを用いて、モデルを東アジア領域に適用した。森林面積が5%以下であるグリッドは推

定の対象から除いた。図13に森林流域からの窒素流出濃度の国別平均および吉林省と広東省の平

均濃度の変化を示した（各グリッドの森林面積には関わらずグリッドの単純平均をとった）。ま

た図14に、1980年、2000年の推定濃度分布および2020年の沈着量予測に基づいた分布を示した。 

 窒素濃度は韓国が極端に高い結果となった。本推定に用いた窒素酸化物の沈着量が1980年から

2000年にかけて、発生量の増大に伴って急激に増加したためである。3. (1) 3)に述べた方法で推

定した韓国の平均窒素酸化物沈着量は、1980年に量4.7 kgNOx-N/haであったのが2000年には29.4 

kgNOx-N/haとなった（日本の2000年の沈着量は約10 kgNOx-N/ha）。Ohara et al.4)によると韓国

の単位面積当たりの窒素酸化物排出量は日本の3倍程度であるが、実際の沈着量がこのように高い

かどうかについては更なる調査が必要である。前述の様に、個別地点での濃度に関する推定はで

きないが、全体の傾向を見ると、1980年には窒素濃度が1mg/Lを超えるような地域はほぼ日本のみ

であり、多の国は極低濃度であった。日本は、それ以降、また今後も横ばい～低下傾向であるが、

その他の国は沈着量の増大に伴って濃度も上昇している。特に中国の東部諸省、長江中・下流域、

ベトナムでの濃度上昇が大きいことが予測された。その他の東南アジアの国でも、緩やかではあ

るが徐々に濃度が上昇する可能性が示された。 
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図13 東アジア各国の森林流域からの窒素流出平均濃度 
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５. 本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

 本研究では窒素の負荷による自然生態系における窒素循環の変化を広域的に推定することを目

的にして、第一に、公開されている統計データに基づいて農業起源のアンモニア発生量を推定す

る手法を開発した。ここで用いた方法は日本・韓国、東南アジアの比較的経済発展が進んでいる

国に関しては、原単位に基づく従来法による推定値と良く一致するが、中国、東南アジアの一部

の国では異なることを示し、その要因を検討した。本手法は発展途上国に関しては過小推定であ

るが、一方、従来法は過大推定である可能性が高い。また、東アジアでは大気からの窒素負荷に

対するアンモニアの寄与が大きく、この寄与は将来更に大きくなることが予測された。従って、

より妥当な原単位や推定法の確立など発生量推定の信頼性向上のための研究が必要であることを

示した。これらの推定に基づいて推定した沈着量分布は、非常に簡易な方法を用いているにもか

かわらず、本研究のサブテーマ1の調査地やEANETサイトにおける沈着量測定値の分布をある程度

再現することが可能であった。 

第二に、広域的に入手可能なデータに基づいた流域窒素循環モデルを作成した。既存の生態系
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図14 森林流域からの流出窒素濃度の推定分布 

（インドなど白い部分は推定の対象外） 
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内の窒素循環モデルではリターや土壌有機物分解に伴う窒素無機化を有機化と無機化の反応速度

に基づいて推定するものが多いが、本研究では、Parton et al.による最新の測定結果に基づいて、

炭素循環と連動した簡易なモデルを提案した。今後更にその妥当性に関する検討が必要であるが、

モデルによってわが国の渓流水窒素濃度の全国分布の傾向が概ね再現され、大気からの窒素沈着

が自然流域の窒素循環に影響を与えていることを明らかにした。また東アジアへの適用により、

森林流域からの窒素流出の広域分布と今後の変化の傾向を示した。 

 

（２）地球環境政策への貢献 

 東アジアの窒素負荷と流域からの流出に関して、統計データと地理情報、気象データなど広く

入手可能な情報に基づいて推定する手法を準備した。これによる推定結果は東アジアの酸性雨影

響の評価、対策検討の基礎資料となると考えられる。 

１）EANET科学諮問委員会で、今後のEANETの方向性や東アジアにおける越境大気汚染に関する

地域協定化への議論に資するために作成された”The Periodic Report on the State of Acid 

Deposition in East Asia (PRSAD) “に、本課題の窒素循環に関する研究成果が東アジア地域に

おける研究事例として紹介された。 

  ２）EANETのThe Eighth Senior Technical Managers’Meeting (STM8; 2007年8月開催)において

本研究で作成しているモデルおよび東アジアに関する推定について紹介した。 
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